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(単位：％）

前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比

2012 7月 ▲ 0.7 ▲ 2.3 ▲ 0.5 ▲ 2.4 ▲ 0.7 ▲ 2.4 ▲ 1.1 ▲ 4.4 ▲ 3.0 ▲ 6.1
8月 0.2 ▲ 2.0 0.1 ▲ 2.1 0.2 ▲ 2.2 0.1 ▲ 2.6 0.1 ▲ 4.2
9月 0.3 ▲ 1.5 0.4 ▲ 1.3 0.2 ▲ 1.7 0.0 ▲ 2.1 1.5 ▲ 0.9

10月 ▲ 0.2 ▲ 1.1 0.0 ▲ 0.9 ▲ 0.2 ▲ 1.4 0.7 ▲ 0.4 0.0 ▲ 0.4
11月 ▲ 0.1 ▲ 1.1 ▲ 0.1 ▲ 1.0 ▲ 0.1 ▲ 1.4 1.2 1.2 1.2 1.0

12月 0.4 ▲ 0.7 0.3 ▲ 0.5 0.4 ▲ 0.9 2.2 3.7 2.8 3.1
2013 1月 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.2 ▲ 0.5 0.2 ▲ 0.6 4.5 8.9 5.4 10.7

2月 0.5 ▲ 0.1 0.4 ▲ 0.5 0.4 ▲ 0.4 3.4 10.5 4.2 13.0
3月 0.1 ▲ 0.5 0.0 ▲ 1.2 0.2 ▲ 0.7 0.7 7.5 1.5 8.1
4月 0.4 0.1 0.0 ▲ 0.6 0.2 ▲ 0.2 0.8 8.9 1.5 9.5

5月 0.1 0.6 ▲ 0.3 ▲ 0.4 0.1 0.3 1.5 13.3 1.2 14.1
6月 0.0 1.2 0.1 0.2 0.0 0.9 ▲ 2.7 11.7 ▲ 3.3 13.6
7月 0.3 2.2 0.1 0.8 0.3 1.9 1.2 14.3 1.4 18.7
8月 0.3 2.3 0.3 1.0 0.2 1.9 ▲ 1.3 12.6 ▲ 1.3 17.1
9月 0.2 2.2 0.0 0.6 0.2 1.9 1.0 13.8 2.1 17.8

10月 0.1 2.5 0.0 0.6 0.1 2.2 ▲ 0.5 12.4 ▲ 1.0 16.6
11月 0.0 2.6 ▲ 0.2 0.5 ▲ 0.1 2.2 1.2 12.5 1.6 17.1
12月 0.3 2.5 0.3 0.5 0.3 2.1 2.1 12.4 3.3 17.6

(出所）日本銀行「企業物価指数」

(注) 国内企業物価及び国内企業物価(連鎖指数)は夏季電力料金調整後の値。
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○２％台半ばの高い伸びが継続 

2013 年 12 月の国内企業物価指数は前年比＋2.5％となった（コンセンサス：同＋2.6％、レンジ：同＋

2.4％～＋2.8％）。昨年後半以降前年比＋２％を超える高い伸びが継続しており、企業物価の上昇傾向は鮮

明である。 

類別にみると、円安に伴うエネルギー価格の上昇によって、「石油・石炭製品」（前年比寄与度：＋

0.81％pt）や「電気・ガス・水道」（同：＋0.64％pt）が上昇していることによる押し上げ幅が大きい。た

だ、需給の改善に伴って「機械類1」（同：▲0.35％pt）の低下幅が縮小傾向にあること、自動車生産の持ち

直しや公共事業・住宅建設の増加などを背景に「鉄鋼」（同：＋0.28％pt）が伸び幅を高めていることも押

し上げ要因になっている。足もとの企業物価の上昇は、円安によるコストプッシュのみでなく、需給環境の

改善に支えられている面もある。この点はポジティブに評価すべきだ。 

なお、12 月の円安進展などを背景に、前月比では＋0.3％の上昇となった。原油価格の上昇に伴い、ガソ

リンなどの「石油・石炭製品」（前月比寄与度：同＋0.14％pt）が上昇したほか、豚肉などの「農林水産

物」（同＋0.05％pt）の上昇寄与が大きかった。 

 

                             
1 はん用機器、業務用機器、電子部品・デバイス、電気機器、情報通信機器、輸送用機器の合計。 
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○最終財の上昇幅が大きい。価格転嫁が進みやすい環境に 

需要段階別指数（国内品＋輸入品）をみると、素原材料（前年比＋17.6％）、中間財（同＋5.5％）、最

終財（同＋2.7％）となった。最終財は、国内品のみでもプラス圏（12 月：同＋0.1％、11 月：同＋0.4％）

での推移となっている。国内需給の改善に伴い、企業が価格転嫁を行いやすい環境になっていることが示唆

される。 

また、円ベースの輸出物価（前年比＋12.4％）、輸入物価（同＋17.6％）はともに円安の影響から高い伸

びを続けている。輸出の円安数量効果をみるうえで重要な契約ベース輸出物価は、前年比▲1.8％・前月比

▲0.1％となった。一昨年末からの大幅な円安後にしてはごく緩やかと言わざるを得ないが、低下基調自体

は続いていると判断される。足元で円安が進捗していることもあり、円安による輸出数量押し上げ効果は、

今後も実質輸出の下支えになると考えている。 

 

○企業物価の伸びは徐々にピークアウトへ 

今後は昨年エネルギー価格が急上昇した裏の影響が出ることで、エネルギー関連の前年比伸び幅がピーク

アウトすることになりそうだ。それに伴い、国内企業物価全体の伸び率も低下することが予想される。もっ

とも、需給改善によって機械関連の低下幅が縮小しているほか、鋼材や木材の市況も改善の方向にある。日

米金融政策の方向性の差異を背景に円安傾向が続く蓋然性が高いことも踏まえ、企業物価指数の上昇傾向自

体は続くとみている。 

 

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

11 12 13

国内企業物価（前年比・％）

その他 電・ガス・水道 非鉄金属

石油・石炭製品 その他素材系 鉄鋼・建材関連

機械類 総平均

-60.0

-50.0

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

05 06 07 08 09 10 11 12 13

需要段階別指数（国内＋輸入、前年比）

中間財 最終財 素原材料（右軸）

（％）

 

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

05 06 07 08 09 10 11 12 13

輸出物価（前年比、％）

円ベース

契約通貨ベース

 

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

07 08 09 10 11 12 13

輸入物価（前年比、％）

円ベース 契約通貨ベース

 

(出所)日本銀行「企業物価指数」 


